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論 文 内 容 の 要 旨
1本 論文は、特に幼児期(前 操作期:Piaget,J.)から児童期(具 体的操作期)に かけての認識
発達(認 識構造の転換)に 焦点を当て、「保存概念(シ ェム)」の獲得を題材 として、認識発達の
プロセスと機構に関する 「矛盾仮説」、すなわち、発達は 「否定(判 断Aに 対する非Aの 判断)」






第1章 序論 問題の所在 と本研究の仮説の提示
第2章 本研究の目的 ・方法 ・構成
第3章 実験1:「 保存」概念 とその発達に関する基礎実験
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第4章 実験∬:矛盾事態での幼児 ・児童の判断 と推理に関する実験
第5章 実験皿:「否定」の生産 ・構成のための下位操作 と保存との関係に関する実験








1960年代にこの問題にアプローチした数少 ない:葛藤重視型 の3実 験研究(Smedslund,Bruner,
Inhelderら)を取り上げ、それらの研究が問題 とした 「葛藤(conflict)」概念の限界を述べると共
に、「葛藤」が果たして生起 したのかどうかの検証が不十分であるという問題点を提起 し、 「矛盾
(contradiction)」概念の導入の必要性を説いている。さらにこうした限界 と問題点を乗 り越える
ために、認識論的知見の示唆を得ながら、認識発達のプロセスと機構に関する、「否定(判 断Aに
対する非A)」を生産 ・構成する段階、判断Aと非Aと の非両立性(矛 盾)を 意識化す る段階、 そ
の意識化 された矛盾を止揚する段階、の3局面(段 階)を導 き、それらの中で、葛藤重視型の研究
では概念化 されていない 「否定」の産出の段階をとりわけ重視する必要性を強調 している。同時に
その際、これ ら3つの局面に関わる子どもの認識様式の特徴(特殊性)を 十分に考慮すること、判
断の レベルだけではなく、その判断をもたらす認識の構造(シ ェム)の レベルか らも、子どもの認
識とその発達を把握すること、この2点を重要な柱として、上述の 「矛盾仮説」を立てている。
そこで著者は、第2章 で本研究全体の目的(矛盾仮説の検証 に関する)を提示 し、そのために2
っの下位目的を設定する。1つ は、「否定」(非A)の生産 ・構成、矛盾の意識化、矛盾の解決のそ
れぞれの困難さとその原因 ・理由とを明らかにし、そのことによって認識発達のプロセスを構成す
るこれ ら3つの段階の存在を認識すること、いま1っ は、これら3っの困難さの乗 り越えによって
認識発達が生 じること、つまり保存シェムの形成が可能であることを実証することである。そして、
それ らの目的に対応 して、実態把握的ならびに因果追及的な実験 と訓練 とによる 「形成実験」(実
験1～Vの 全16の下位実験からなる一連の実験系列)を実施する。
第3章 は上記の中の実験1で ある。ここでは、保存概念(シ ェム)の発達に関する基礎データを
得るために、長さ ・物質量(粘土)・ 数 ・重さ ・液量 ・面積 ・体積の7種 の保存について、幼児 ・
児童および大学生など、全375名を被験者 とした 「横断実験」(実験1-1)と 、幼児25名を対象と
した 「縦断的実験」(実験1-2)の2っ が行われている。 し






また保存判断の論拠 として、① これまで言われてきた 「単純ないし加法的同一性」、「逆操作 によ
る可逆性」、「相補性による可逆性」の他に、その数 は少ないが、「順序による同一性」(AもBも、
同様に変形すれば同 じになる)の論拠 もあること、② まず、「単純な同一性」が現われ、年齢 と共
に増加 し、他の4っ の論拠は8～10歳頃に多 く用いられるが、10歳以降は 「単純な同一性」によっ
て占め られること、③7歳 以前は変形行為の結果に目が向けられ、7歳 以降は変形行為 自体や変形
行為の出発点への中心化が多 くなり、10歳頃に変形行為そのものへの中心化が急増するが、それ以
降は変形行為の中心化が次第に増加すること、があきらかになった。著者は、 これらの結果から、
まず、「単純な同一性」による保存 シェムが形成され、後に他の4っ の論拠が成立 し、 それ らが統
合され、より安定 した保存シェムが形成される、 というプロセスを仮定 している。
さらに、各種の保存シェムの獲得のタイプとして、「斬新型」(さまざまな対象領域の保存 シェム
を、斬次的に獲得 していくタイプ)と、「飛躍型」(ある時期にほとんどすべての対象領域の保存シェ
ムを一挙に獲得 して しまうタイプ)の他に、「逆戻り型」(ある対象領域の保存 シェムを獲得しても、
一時的に非保存的の段階に戻るタイプ)も見 られるが、7種 すべての保存が獲得されれば、そうし
た後退は殆ど起 こらないことか ら、自生的に獲得された(真 の)保存シェムで も、最初は不安定で
ある、と示唆している。
第4章(実 験H)は 、「矛盾事態」での幼児 ・児童の判断と推理に基づき、「否定」(非A)の 生
産 ・構成、矛盾の意識化、矛盾の解決がきわめて困難であることを明 らかにすると共に、保存シェ
ムの質(安 定性)を 発達的な観点により検討することを目的として、3実 験が実施されている。
3実験では、それぞれ、「反対暗示」(子どもの くだ した判断に対 して 「否定」となる判断を産出





はとても難 しかった。また外部からのこうした 「反対暗示」がなければ、「否定」の自発的な生産 ・
構成はきわめて困難であることが示唆されている。
著者は、さらに幼児の場合、錯視(つ まり知覚的シェム)に よって 「否定」(「一方が長い」 とい
う判断)は容易に産出されても、それと前にくだ した 「長さが同 じ」という判断とが非両立の関係
にあるとの自覚はなされず、矛盾の意識化に至 らない場合があること、また、4～8歳 の(非保存













章 として幼児および小1児 童、全270名を対象に、4つ の実験を実施 している。
その結果、① 「計数」、「一対一対応」の下位操作(シ ェム)を獲得 していても、数の保存シェム
を獲得 していない子どもが数多 くいること(実験皿一1)、同様に、② 「間接比較」、「個別単位に
よる比較」、「普遍単位による比較」といった、長さの測定に関する下位操作(シ ェム)が高い水準
にあっても、重さの保存シェムが獲得されていない子どもが多 くいること(実験皿一2)、③物質
量 と数 とにっいて、「加減 シェムa」(「加減があれば量の増減あり」の判断を生み出すシごム)が、
「加減 シェムb」(「加減がなければ両の増減な し」の判断の産出にかかわるシェム)に 先行す るこ
と(実験皿一3、 皿一4)、さらに、④ 「計数 による集合数の把握」や 「一対一対応」 のシェム、
「加減 シェムb」をすべて獲得 していても数の保存段階に達 していない子どもがいること、「加減シェ
ムb」が数の保存シェムに先行 して獲得されること、少なくとも1つ の下位操作(シ ェム)が獲得
されていれば、数の保存操作が有 り得ること(実験IH-4)、などの結果が明らかにされている。
以上のことか ら、著者 は、結論として、「否定」(非A)を生み出し得る下位操作(シ ェム)を獲得
していても、保存の成立 していない子どもがいることは明 らかであると述べ、「否定」の生産 ・構
成が困難なのは、下位操作をすでに所有 していても、いったん 「知覚的シェム」によって非保存の













き)同 じだったから」「うこかした(移 しかえた)だ けだから」というものが多 く、「保存論拠」の




作をまだもってお らず、 しかも知覚的シェムを乗 り越えていない、 という点で、保存シェム以前の
シェムまたは保存シェムの原型として位置づけられるとしている(実験IV-1、実験IV-2、実験
IV-3)。なお加えて、遮蔽事態での保存判断と非遮蔽事態での非保存判断 との 「矛盾事態」 にお
いて、「否定」(この場合は非保存の判断)が 生み出されたとしても、その前 に下 したもう1っの判
断(保 存判断)を打 ち消して(覆 して)、2つの判断の非両立性(矛 盾)を 意識化するところまで
は至 らない、ないしはたとえ至ったとしてもその解決はとても難 しい、 ということが明 らかになっ
たと述べている(実験IV-3)。




て、4っ の 「形成実験」(実験V-1、V-2、V-3、V-4)が 行われている。
ここで、訓練による 「形成実験」は、基本的には 「否定」(非A)を生み出す下位操作(シ ェム)
の形成 ・強化、保存課題場面での下位操作(シ ェム)の形成 ・強化、保存課題場面 での下位操作
(シェム)と知覚的シェムの適用による 「否定」の生産 ・構成と矛盾の意識化の促進、言語教示 に
よる矛盾解決の援助、など3っの要素か らなる。ただし実験V-1だ けは、このうちの前の2っを
含み、言語教示を行 ってはいない。言語教示は、「加法的同一性」の論拠(実 験V-2)、 「単純な
同一性」の論拠、および実験の長 さと見かけの長さの区別(実 験V-3)<「加法的同一性」の論拠
および実際の量 と見かけの量の区別(実験V-4)、を教示 ・強調するものである。幼児 ・児童全
269名を対象に検討 した結果、著者は、①訓練による液量の保存 「形成実験」で は、非保存 または
中間段階にあった子 どものうち、4歳 、5歳、6歳 にっきそれぞれ約10%、33%、47%、(全体で
31%)が保存段階に移行 し(実験V-1)、②非保存または中間段階にあった4～5歳 児を対象 に
とった 「形成実験」では、面積の保存への到達者が18%と少なかったものの、重 さと長 さの保存で
は約40%、数の保存で約30%が保存段階へ到達 した(実験V-2)と している。そして③長さの保
存の 「形成実験」では、非保存また中間段階の子 ども(5～7歳)の 約62%が保存段階に到達 し、
また④物質量(粘 度量)の 保存の 「形成実験」によっては、4～6歳 の非保存または中間段階の子
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どもの約62%が保存段階に進歩 した(実験V-4)と 述べている。つまりどの実験において も、屯
間段階だけでなく、非保存の段階にあった子どもの多 くが保存段階へ到達 したこ とになる。
以上の結果によって、著者は、本研究の 「矛盾仮説」に基づ く訓練(形 成)戻 験により乱真の保
存 シェムの形成が可能であること、換言すれば、「否定」の生産 ・構成、矛盾め解決での一連のハー
ドル(困難さ)を クリヤーすることができれば、保存シェムの獲得に至ること曽 が明示されたと結
論 している。また保存シェムの形成に至 らない原因 ・理由として、「否定」の生産 ・構成の困難さ
(つまり、実験V-2の 面積の保存のケースに代表 されるように、「否定」を生み出すシェムが十分
に形成されていないこと、またはそのシェムが獲得されていて もそれを課題場面で自発的に適用 し
ないこと)、矛盾の意識化の困難 さ(っまり、異なる2っの判断が単なる 「分離(区 別)」や 「共存」
の関係にあるものとして受け止め られ、非両立の関係にあると見なされないこと)、矛盾の解決の
困難さ(矛盾の自発的な、自力による解決、また言語教示があってもその解決が難 しいこと)が明
らかになったこと、などを指摘 している。そ して、これ らのいずれかにより、保存 シェムの獲得が
妨げられると述べ、さらに保存シェムは、既存のシェムが優位性の逆転によって現われるのではな
く、知覚的 シェムによる非保存判断(A)と は別個のシェムによる 「否定」の判断(非A)と の矛
盾の止揚結果として生 じたものと指摘 している。
第8章 は、第3章 か ら第7章 までの実験1～Vの 結果をもとに、本研究の 「矛盾仮説」の全体的
考察である。著者は、まず保存シェムの発生 ・発達にっいてふれ、第3章(実 験1)、第5章(実
験H)お よび第6章(実 験IV)の結果から、感覚運動期の 「対象の永続性」や前操作期の 「質的同
一性」のシェムに由来する 「原初的同一性」のシェムが、保存シェムのいわば基盤(原 型)に なっ
ていて、おそらく本研究の仮説で提示 した3っ の段階を経る過程で知覚的シェムを乗 り越えて、6




を産出させるのが難 しいこと(実験H-1)、 しか しそれは、そうしたシェムが十分 に確立 してい
ないことにもよる(実験V)が 、たとえそうしたシェムを所有 していても、知覚的シェムと並行 し
てそのシェムを自発的に適用 して、「否定」を生み出そうとはしないためであつた こと、 などをあ
げている。
最後に、これ らの諸結果と訓練効果を踏まえ、著者は、著者の提起 した 「矛盾仮説」そのものの
意義に戻り、これまでの 「葛藤仮説」に代えて、「矛盾仮説」が新 しい一そう包括的な理論 的枠組




論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本研究は、幼児期か ら児童期にかけての保存概念の獲得に焦点を当て、認識発達が、否定の生産 ・





理的かっ客観的に駆使 して、課題解決(な いし情報の処理)を 展開できるかを問うものである。ふ
っう幼児は、その場合、保存課題の解決に十分な知識は持 っていたとしても、 ともすると 「見かけ」
に惑わされて しまい、そのため主観的な判断を下 しがちである。従 って、適切な指導訓練を施せば、
幼児でもかなり客観的に課題事態をとらえ、正 しい論理的な判断をなすことができるようになるか
も知れない。 これまでの訓練を主体とした実験研究 も、その点の解決を探求 してきたのである。 し
か しそれら研究のほとんどが、いずれも単に 「葛藤仮説」に拠点を置 くものであって、究極的には
訓練 ・教育が不十分で、曖昧な結果に終わっていたと言わざる得ない。その点で、著者がその理論
的拠点 として 「矛盾仮説」を設定 し、訓練 ・教育に 「否定」の過程を導入 しっっ3段 階を経ること
により、保存概念の習得を もたらし得たのは、 これまでにないユニークな発想を展開 し大 きな成果
をあげた事実 として、高 く評価されなければなるまい。葛藤仮説ではこの 「否定」は明確ではなく、
実験的にもとりわけ 「否定」 の手立ては取 られていない。著者は、幼児の 「自発的な自己教示活動」
がスムーズに発現 されていないことを考慮 して、言語教示を含めて、「矛盾」 と 「否定」 の段取 り
を意識化させることによって、問題が解決されることを想定 し、実験 としての訓練 ・教育に著 しい
成果を収めているのである。
以上により本研究 は、訓練 ・教育面で新 しいす ぐれたヴィジョンを添えた理論として特色を有 し
オ リジナリティーがある。加えて、同理論の実験への具体化に及んで言えるのは、仮説 ・実証の検
討がきわめて緻密であるということである。著者が展開 した実験は、大枠としては5部門であるが、




と疑義を表 しているが、同じことは著者の場合の 「矛盾」にっいても言えないことはない。 しかし、
それは内的な事象として、外的な行動をもって把捉することのきわめて難 しいところで もある。同
時に、著者が立案 した綿密な推論 による仮説 ・検証で、結果的に 「葛藤理論」をはるかに凌 ぐ成果








操作」に留まらず、一そう年長の子どもに現われる 「形成的操作」での 「INRC群」 にっいて も、






以上 これまでにあげた諸点か ら、本研究が学界な らびに教育界に投 じる意義は大きいと言 うべき
であろう。
よって博士(教育学)の 学位を授与することが適当であると考える。
教25
